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委 員 会 視 察 報 告 書  

 

委 員 会 名 柏崎刈羽原子力発電所に関する調査特別委員会 

 

視 察 地 福島県双葉郡浪江町 

調 査 項 目 復興の状況について 

調 査 目 的 
地震災害・津波災害・原子力災害の複合災害の経験、そこから

の復興の状況について学ぶ 

日 時 令和８（２０２６）年８月２８日 午前１０時～１１時３０分 

場 所 浪江町役場（福島県双葉郡浪江町大字幾世橋字六反田７番地２） 

調 査 概 要 

◆基本情報 

震災時人口：２１，５４２人、世帯数：７，６７１世帯 

面積：２２３．０６㎢ 

◆東日本大震災の被害 

６㎢が浸水、約１，０００事業所が被災、全壊家屋６５１戸、

死者１８２人。福島第一原子力発電所事故により、半径２０㎞

圏内に避難指示、２０～３０㎞に屋内退避指示が出され、２１，

０００人を超える町民が避難対象となり、避難先を転々とする。

役場機能も１年半で４回移動し、災害対応に追われた。長引く

避難生活による震災関連死４４５人。平成２９年３月３１日か

ら避難指示解除が徐々に行われてきたが、現在でも町の８割が

帰還困難区域として避難指示が継続されている。 

◆浪江町復興計画 

第一次（平成２４年１０月策定）、第二次（平成２９年３月策定）

を経て、現在第三次（令和３年３月策定）が１０年間の期間で

行われている。 

・復興の理念：「夢と希望があふれ 住んでいたいまち 住んで

みたいまち～なかよく みんな えがおの 花咲くまち なみ

え～」 

・復興の基本方針：「Ⅰ 夢と希望のある産業と仕事づくり」、

「Ⅱ 未来を担う人づくり」、「Ⅲ 帰還困難区域の再生と住み

よい環境づくり」、「Ⅳ 健康と福祉のまちづくり」、「Ⅴ 絆の

維持と持続可能なまちづくり」 

◆復興の経過 
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【Ⅰ 夢と希望のある産業と仕事づくり】 

・農林水産業再興のため、農業再生プログラムを策定、農業再

生基盤の再生と強化をし、１００を超える生産者・団体が活動、

新しい農業を展開している。地域おこし協力隊の活躍、新規就

農、農地集約による大規模農業へのシフトなども見られている。

長期避難による農業者の高齢化、離農による担い手不足、土壌

が使えないままで老朽化するなどの課題がある。 

・林業・漁業においても、県全体での放射性物質対策等の継続

した取組を行い、風評被害の防止に努めている。令和３年に福

島高度集成材製造センターを整備し、県産材の需要拡大拠点と

して役割を果たしている。漁業においては、令和２年４月に競

りが再開し、令和３年１１月に請戸漁港が竣工した。 

・町内に店舗・施設がオープン、産業団地に企業が立地し、町

内での再開事業者数は２５８となった。 

【Ⅱ 未来を担う人づくり】（子育て環境・学校教育・生涯学習

環境の充実、震災の記憶の伝承） 

・震災時は町内に六つの小学校と三つの中学校に約１，７００

人が在籍していたが、震災後（令和８年３月現在）はこども園

に６８人、小学校に６１人、中学校に２６人が在籍しているほ

か、避難先の全国２９０の小・中学校に６３２人が在籍してい

る。最近では子育て世代の移住もあって生徒が増えており、学

校の増築なども課題である。 

・「ふれあいセンターなみえ」が、町民が交流できる場として整

備されている。 

・震災の記憶の伝承として記録誌の発行、震災遺構として浪江

町立請戸小学校の開館などの取組が行われた。 

【Ⅲ 帰還困難区域の再生と住みよい環境づくり】 

・帰還困難区域に住んでいた方への調査や意見交換を踏まえ、

国に「特定帰還居住区域復興再生計画」を申請した。現在でも

町の８割が帰還困難区域に指定され、面積が大きいことや除染

に時間が掛かるなど対応が難しい状況にある。 

・社会基盤の維持・整備として、公共交通の再開・整備のほか

最先端技術を活用したスマートモビリティの実証運行を行って

いる。人口減少により需要と供給面で採算が合わず、機能を維

持することが課題である。 

・中心市街地の活性化においては、駅周辺の「なみえルーフ」

建築、福島国際研究教育機構（Ｆ－ＲＥＩ）の設立、そして、

浪江国際研究学園都市形成に向けた取組、浪江駅西側地区整備
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の推進などがある。 

・防災・安全の強化として、防災交流センター・防災コミュニ

ティセンターが平時は町民の交流の場として、災害時には避難

所としての機能を有した施設となっている。 

・ゼロカーボンシティの推進として、国の方で福島に新たなエ

ネルギー産業をという考えの下、原子力に依存しない、エネル

ギー地産地消のまちづくりとして、水素エネルギー研究や施設・

車の導入などに取り組んでいる。 

【Ⅳ 健康と福祉のまちづくり】 

・健康づくりの推進・医療の充実の主な施策として、医療機関

などとの連携・協力、巡回訪問の実施、放射線基礎セミナーや

講習会を開催している。 

・放射線による健康不安への対策として、除染・災害廃棄物の

処理、モニタリングポスト（町内９１か所）・２４時間水道水モ

ニタリング装置（取水場３か所）を設置している。 

【Ⅴ 絆の維持と持続可能なまちづくり】 

・町外避難者に対し、出張所を配置し、通信やデジタルを活用

した発信に取り組み、生活支援・絆の維持に努めている。 

・町民の復帰支援と共に、新たな移住・定住の促進と住みやす

い住環境の整備に取り組んでいる。 

・「なみえプロモーション課」には地域おこし協力隊が所属し、

活動している。 

・復興意欲の高い人材の呼び込みに向けたコワーキングスペー

ス「ナミエシンカ」の整備と企業支援を行う。 

・災害公営住宅（全１１１戸）、町営住宅（１０戸）、福島再生

賃貸住宅（全９０戸）を整備した。 

・復興まちづくりの考え方は、「復興拠点の中心」にコンパクト

に「住まい」「生活の場」「働く場・交流の場」を整備するとい

うもの。 

・住民意向調査を継続実施。町内に「戻らないと決めている」

が５１％。回収率は徐々に低くなっている。理由として生活基

盤が避難先に定着したことが考えられる。「まだ判断がつかな

い」「戻りたいと考えている」人の中にも戻って来た人がいるな

ど、動きはある。 

・認知度向上・地域の魅力づくりとして、なみえ焼そば、酒、

魚、水、花の生産・販売を通した魅力発信に取り組んでいる。 

・移住者の割合が評価対象となる「住みたい田舎ベストランキ

ング」（人口５千人未満の町・総合部門）で２年連続１位獲得 
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・町の紹介動画が福島県市町村広報コンクール（映像の部）で

特選受賞 

視察の様子 

 

 

質 疑 応 答 

【事前質問に対する回答】 

１ 生活環境・教育・コミュニティ再構築に向けた地域再生の

実践について 

質問 避難指示解除後、生活環境の再構築を進める中で、多世

代が安心して暮らせる地域社会を維持・再生するための事例

や現在の課題について 

 回答 町役場を中心に、雇用促進住宅を町営住宅として再整

備し、さらに、東側に津波被災者用住宅、仮設商店街、診

療所、イオン、認定こども園などが出来ていった。駅の西

側に福祉センター、子どもパークやホテルなどを整備。西

側の整備に当たっては、町内外の企業・団体で地区のまち

づくりに関わりたい人は誰でも参加できる「共創会議」を

組織し、実現性の高いまちづくりの提案をつなげ、運営し

ている。この取組を通して、駅周辺は様々な立場・世代が

交流する場として発展していくことが期待される。一方、

課題として、従前のコミュニティの崩壊に伴い、もともと

の町民は「誰が周りに住んでも分からない」という声や、

防犯や消防機関の成り手不足ということから消防団体制へ

（２階庁議室での

説明） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２階議場にて） 
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の不安がある。Ｆ－ＲＥＩが国際施設のため、外国人が増

えることへの不安、介護医療体制への不安の声もある。 

質問 住民意向調査などで示される多様な町民の意識変化を、

どのようにきめ細かく受け止め、まちづくり計画のアップデ

ートに生かしているかについて 

回答 住民意向調査では、帰還を判断する最大の条件として

医療介護体制の整備が挙がっている。医療機関・介護施設

が町内に不足していることが大きな課題で、周辺の被災自

治体も同様の課題を抱えており、これらの解決には広域的

な連携が不可欠であると考える。具体的には近隣町村がそ

れぞれ同じ施設を整備するのではなく、それぞれにアクセ

スできるサービス環境を整えることを優先すべきである。

さらに、復興事業で整備された多くの公共事業・施設につ

いては多額の維持管理費が想定され、将来の財政を圧迫す

る懸念があるため、共創会議などを活用して維持管理可能・

持続可能な運営体制へと転換することが重要である。また、

復興計画の策定などに際し、町民や有識者で構成される策

定委員会の意見やパブリックコメントの意見を反映させて

いる。住民ワークショップを開催し、そこでの意見に基づ

いて緑空間の整備内容変更や地域交流施設の追加の決定を

するなど、住民のニーズの把握と反映を実施している。た

だし、計画への反映を細かくリアルタイムで行っていくこ

とは非常に難しいので、住民意向調査などで把握した意見

などは、担当課を通して事業に反映できるよう役場内で情

報共有を行っている。さらに、隔年で町政懇談会を実施し

ており、町内及び福島県内数か所、東京都・仙台市などの

避難先の人に対しても、町の状況報告や意見聴取の場とし

て実施している。意見を町政に反映できるよう取り組んで

いる。 

２ 新産業創出（Ｆ－ＲＥＩ・産業団地）と将来的な持続可能

性について 

質問 福島国際研究教育機構（Ｆ－ＲＥＩ）の設立や棚塩産業

団地などの整備を通じた次世代産業の創出と雇用の確保の

取組状況や、これらが地域全体の魅力向上や定住促進に寄与

している点について 

回答 福島国際研究教育機構は、福島復興再生特別措置法に 

基づいて国が設立し、２０３０年度末の完成を目指して工

事が進行中。福島を始めとする東北の復興を実現するため
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の夢や希望となるとともに、国の科学技術力産業競争力の

強化を牽引し、経済成長や国民生活の向上に貢献する創造

的復興の中核拠点を目指し、四つの機能と五つの研究分野

で活動を行う。町の居住・交流人口増加だけでなく、震災

以降の支援に対する恩返しができるという意味でも大変期

待している。また、産業団地については、震災以降５か所

に整備し、１９の事業者が立地している。国の推進する福

島イノベーション・コースト構想、町の掲げるゼロカーボ

ンシティに賛同する取組も見られ、福島水素エネルギー研

究フィールド、福島高度集成材製造センター、會澤高圧コ

ンクリートなどが立地している。近年は、海洋環境変化の

対応や環境保護の観点で注目されている完全閉鎖循環式陸

上養殖の施設が複数立地している。魅力ある企業の進出が

進んでいる一方、定住への貢献は一定程度にとどまってお

り、実際には立地企業が町内で従業員を確保することが困

難な現状である。今後も企業立地を進めつつ、駅周辺の整

備事業を始めとする町内の生活環境体制を図りながら、居

住人口の増加につなげていきたい。 

３ 原子力発電所立地自治体（柏崎市）が平時から備えるべき

教訓と課題について 

質問 原子力発電所立地自治体（柏崎市）が、万が一の事態に

おいても広域避難の実効性を高め、避難先での自治体機能や

住民生活の継続性を確保するために、平時から準備・検証し

ておくべき事項について 

回答 住民は事前に地区ごとに避難先が決められているが、

庁舎機能移転も事前に検討しておく方がよい。屋内退避段

階で避難を開始する人や計画外に避難先に避難する人に対

する避難先の安否確認方法を準備しておく必要がある。ま

た、例えば大きな事故の際、避難所にはバスを用意できて

も運転手が確保できない状況や避難を断る方への対応方針

なども準備しておくとよい。役場の職員に対する平時から

の放射線教育や放射線量管理などを準備・検証していくこ

とが必要である。 

質問 原子力発電所立地自治体（柏崎市）が、平時の防災計画

や避難訓練、事業体・国との安全協定や日常的な信頼関係づ

くりにおいて、特に重点を置いておくべき教訓について 

回答 職員の体制部分では、いかに災害対応に専念し、集中

させるか。防災業務、全庁全部門で業務するという意識を
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教訓におくべきである。また、浪江町は、震災前は原子力

発電所立地自治体の枠組みではなく隣接自治体になってい

たため、事業者からの対応に差異があった。平時からいか

に事業者を地域に取り込むかが教訓である。 

【その他質疑応答】 

質問 地域おこし協力隊は、どのような形・立場で活躍・活用

されているのか。また、移住者の傾向性（例：ファミリー層

が多い、年配の夫婦の方が来る）はどうか。 

回答 地域おこし協力隊が活躍しているのは、①国指定伝統

的工芸品の大堀相馬焼の窯元が町外へ避難しているので、

成り手不足や焼き物の技術継承のために２名、②浪江町に

まちづくり会社などが多く視察に来るので、アテンド補助

として２名（まちづくり会社に採用）、③浪江町について情

報発信する役割としてプロモーション課に４名、④起業型

地域おこし協力隊として町の地域課題に特化して起業、担

い手がいない店を継承することに特化する目的で２名、合

計１０名が活動している。移住者の傾向は、２０～３０代

の割合が非常に多い。産業団地整備により先端的な技術や

関連会社も来ており、若者にとって魅力的な仕事であり、

若い世代の移住が多いと分析している。 

委員会所感 

【真貝委員長】 

浪江町は、復興を「震災前の姿に戻すこと」にとどめず、次の

時代を担う人材と産業を新たに生み出すまちへ転換しようとし

ている。国際教育機関を核とした人材育成や、水素を始めとす

る次世代エネルギー産業への挑戦は、人口減少や産業空洞化と

いう地方共通の課題に対する新しい復興の形を示していると感

じた。特に、地域の子どもたちだけを対象とするのではなく、

国内外から若者や研究者、企業を呼び込み、交流と挑戦の中か

ら新たな価値を生み出そうとする発想は注目に値する。復興と

は、失われたものを取り戻すだけではなく、震災を契機として

未来への投資を行い、新しい地方創生のモデルでもある。浪江

町の取組は、エネルギーを基盤として発展してきた柏崎市にと

っても、人材育成、産業振興、国際化を一体的に進める上で大

いに参考となるモデルだと感じた。 

【持田副委員長】 

行政発表の避難者と実際の避難者数の乖離がある。若者は元の

街に帰って来ていない。子どもの数が相当減っているだけに、

小・中学校はもとより高校の閉校がある。第一次産業の再建、
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生業が成り立つのか。自然環境の崩壊から町内各地がジャング

ル化している。福島第一原子力発電所と隣接する浪江町は、津

波被害に加え、福島第一原子力発電所事故の直接的な影響を受

け、当初から住民避難は深刻な事態とされている。住民意向調

査にあるように、かつて２１，０００人を数えた町民の５１％

余りは戻らないとし、いまだ判断がつかないとする人は２５％

に及ぶことが説明された。こうして町民は全国４７都道府県に

散らばり、国外で生活している人もいる。新潟県には現在２６

０人が暮らしている（広報なみえ８月号より）。それまでつくり

上げられた浪江町、総合計画が原子力災害・震災と共にゼロに

なり、今、第三次の復興計画（令和３年～１２年の１０年間）

の途上であり、浪江国際研究学園都市構想（令和６年度～１５

年度の１０年間）と合わせ、大きくは二つの柱で未来づくりに

挑戦している。大事なことは、ふるさと浪江町へ「復興を実現

し飛躍するふるさとの姿」をつくれるのかでもある。住民生活

の土台である医療機関、小・中学校、農業・漁業などの一次産

業を取り戻し、若い人たちが未来を展望できる産業づくりが極

めて重要で、国からの支援はある意味義務的である。被災者の

生活や破壊された環境が置き去りにされ、惨事便乗の大企業優

先の復興となっている。「国際研究都市（イノベーション）構想」

では自治体の再生は展望できない。住民が２割程度しか回復で

きない地域で、無人機（ドローン）開発の巨大滑走路やロボッ

ト実験場、水素エネルギー開発・普及事業などに巨額の国家予

算が注がれている。国家プロジェクトとして推進されている先

端技術・大企業主導の復興事業が、実際にどれだけ地元住民の

雇用や生活再建、一次産業の再生に結び付いているか、注視し

ていかなければならない。 

【布施委員】 

焼きそばで有名な浪江町を視察し、双葉町同様になかなか復興

が進んでおらず、昔視察で訪れた時にあったローソンが閉店し

ていたり、昔あった飲食店が閉店していたりで復興が後退して

いるように感じた。浪江町も双葉町同様に小さなイオンがある

おかげで街がもっているというのが率直な感想だが、国からの

復興交付金等を活用してカントリーエレベーターやラック式乾

燥施設を導入するなど復興に向けて動き出していることがよく

分かった。また、双葉町同様に浪江国際研究学園都市構想など

もあり、やはり教育を移住定住の核として据えていることがよ

く分かった。双葉町もそうだが、無理して帰還困難者に戻って
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来てもらうというよりは、廃炉などの研究職員の家族に高度な

教育を受けてもらえるようにして家族ごと浪江町に移住・定住

してもらうことが目的かと思われた。改めて１日も早く復興さ

れることを願う。 

【山崎委員】 

浪江町は原子力発電所の立地隣接自治体であるが、空間放射線

分布の高かった地域である。浪江町の復興の特徴として福島国

際研究教育機構（Ｆ－ＲＥＩ）の解説を受けた。機構設立及び

整備によって人口増や関連産業の推進が図られることを想定し

たまちづくりが行われていた。一方で帰還困難区域について、

特定帰還居住区域の認定により、浪江町西側の中山間地域にお

いても一定の方の居住について環境整備が行われていくが、森

林の大部分で帰還困難区域解除の見通しが立たない中、中山間

地域の暮らしを回復することの難しさを感じる機会となった。 

【星野幸彦委員】 

浪江町は２０１１年の東日本大震災により地震・津波災害に加

えて福島第一原子力発電所事故の放射性物質汚染により、町全

域２１，０００人を超える町民が避難対象となり、長引く避難

生活による震災関連死は４５５人に上る。住民意向調査では、

浪江町に「戻らないと決めている」が５１％と半数が浪江町に

帰還しない。もはや以前の暮らしへの復興はかなわない。浪江

町復興計画【第三次】（令和３年３月策定）に基づき、「農林水

産業の再興」「新たな産業と雇用の創出」「子育て環境・学校教

育の充実」「生涯学習環境の充実」「震災の記憶の伝承」「帰還困

難区域の再生」「社会基盤の維持・整備」「防災・安全の強化」

「ゼロカーボンシティの推進」「健康づくりの推進・医療の充実」

「移住・定住の推進」と様々な取組を進め、復興を進めている。

これからも相当な苦労が予想されるが、新たなまちづくりに期

待するところである。改めて原子力災害の怖さ、影響の大きさ

を痛感した。 

【池野委員】 

浪江町は「なみえ復興レポート」として、復興の状況をホーム

ページに掲載し、毎月更新している。震災の状況を詳細にまと

めてこられた職員の皆様の努力には頭の下がる思いであった。

浪江町は、福島第一原子力発電所から庁舎までは８㎞であり、

近い所は４㎞。半径２０㎞圏内に避難指示が出て、２０～３０

㎞に屋内退避指示が出た。現在でも、福島県内へ７０％、県外

へ３０％が避難しており、町内の８割はいまだに避難指示が継
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続中である。庁舎付近の線量が低かったこともあり、庁舎周辺

から町の整備を進めたことで、平成２９年３月３１日に避難指

示が解除され復興が始まった。町内にあった六つの小学校と三

つの中学校は、こども園一つと小・中学校１校ずつに集約し新

しく開校。中心市街地の再生のための取組やＦ－ＲＥＩなどの

まち全体を研究・実証の場とする取組なども進み、最先端の仕

事を希望する若者が増えたことで、子育て世帯が増加し、こど

も園の定員を増やすほどである。住みたい田舎ベストランキン

グ（人口５千人未満の町・総合部門）で２年連続１位を獲得す

るなど、先進的な取組で夢と希望と未来をつくるまちとして、

これから復興が進むことを願いたい。 

【近藤委員】 

浪江町は原子力発電所の立地自治体ではないが、福島第一原子

力発電所に隣接し、事故により全町避難を余儀なくされた。加

えて、沿岸部では最大約１５ｍの津波により甚大な被害を受け

ており、そこからの復興・再生は想像を超える困難の連続であ

ったと思う。特に印象的だったのは、帰還の意思を持つ住民と

の絆を重視している点である。住民の帰還意向を踏まえて「特

定帰還居住区域」を設定し、除染と避難指示解除を進めるとと

もに、暮らしや生業、地域コミュニティの再生に取り組んでい

る。一方、町内居住者約２，５００人のうち約１，０００人は

新たな移住者であり、帰還者と移住者が共に暮らす地域社会の

構築を進めている。また、中心市街地に暮らしと交流の機能を

集約し、人が戻るための「舞台」を先につくるとともに、再生

可能エネルギーや水素、福島国際研究教育機構（Ｆ－ＲＥＩ）

を新たな産業、雇用、教育につなげようとしている。一方、限

られた人口で医療や交通を維持する難しさや、子育て世代の移

住に伴って教育施設が手狭になるなど、新たな課題も生じてい

る。住民の暮らしを第一に、将来ビジョンを示しながら復興・

再生を進める浪江町の取組は、人口減少と少子高齢化が進む柏

崎市にとっても学ぶ点が多い。今後も現地に足を運びながら、

その挑戦を応援していきたい。 

【山本委員】 

浪江町は東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故により、

全町域の住民２１，０００人以上が避難対象となり、その後避

難先を転々とした苦難を乗り越えて住民の生活再建や産業基盤

の復旧を一つ一つ進めるとともに、水素エネルギーの利活用や

Ｆ－ＲＥＩ（福島国際研究教育機構）の誘致など、最先端技術
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を活用した新たな地方創生のスタイルで着実に整備が進められ

ていた。また、持続可能なまちづくりを見据えたコンパクトシ

ティ化や被災者生活支援・絆の維持、移住・定住の推進を地域

おこし協力隊を活用して行っていた。そして、役場の中の「な

みえプロモーション課」という部署で町が抱える課題を外部の

目線で解決に向けて取り組むとともに、ＳＮＳなどを活用して

情報発信、まちのにぎわいづくりを通じて「なみえらしさ」を

「見つける・創る・広める」活動を行っており、町の認知度向

上や地域の魅力づくりに貢献していたのが印象に残った。今回

の視察で学んだ知見を今後の柏崎市に生かしていきたい。 

【西川委員】 

浪江町では、東日本大震災と福島第一原子力発電所事故による

甚大な被害とその後の復興の歩みについて説明を受けた。長期

避難により従来のコミュニティが大きく変化する中、住宅、商

業、医療、子育て、交流施設などを整備し、帰還支援と新たな

移住・定住の促進に取り組んでいる。特に、企業や町内外の人

材がまちづくりに参加する「共創会議」など、官民連携による

地域再生が印象的であった。一方、医療・介護体制の不足、担

い手不足、公共施設の維持管理費、コミュニティの再構築など、

復興が進んだ今も多くの課題を抱えている。また、Ｆ－ＲＥＩ

や産業団地への企業立地により若い世代の移住も進んでいる。

原子力発電所立地自治体である柏崎市にとって、庁舎機能の移

転、避難先での安否確認、職員の放射線教育、事業者との平時

からの関係づくりなど、万一に備えた具体的な準備と検証の重

要性を学ぶ視察となった。 

【五位野委員】 

復興の歩みは町と住民の方々の苦労により、農林水産業の再興、

新たな産業と雇用の創出、子育て環境・学校教育の充実、生涯

学習環境の充実を始めとする復興策が図られてきている、しか

し、双葉町と同様に福島国際研究教育機構（Ｆ－ＲＥＩ）、浪江

国際研究学園都市形成など国の支援での復興計画は移住者頼み

の計画であり、５割以上の避難者に帰還の意向がないことは、

復興計画の在り方に課題を感じた。また、福島第一原子力発電

所事故で避難を強いられた津島地区の住民による「津島訴訟」

のように、幾世代もの人々が大切に育んできたふるさとを元に

戻すことを求める「原状回復請求」の闘いが続いている。復旧

なくして復興はあり得ない。生業（なりわい）がなければ住民

は戻れない。「農業ができる環境を」「二拠点居住を認めてほし
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い」など、切実な要求に応える復興計画でなければならない。

国と東京電力は責任を認め、住民と向き合ったと言える復興計

画としなければならない。ここでも国民や被災地の方々の信頼

は、東京電力が「原子力政策からの撤退」を宣言してこそ得る

ことができると考える。 

【重野委員】 

浪江町は原子力発電所立地自治体ではないが、震災当時、全町

が避難対象になり、現在でも町域の８割が帰還困難区域になっ

ている。町民は震災前２１，５００人いたが現在は２，５００

人ほどで、そのうち１，０００人は移住者とのことである。震

災後、役場機能も１年半で４回も移動しなければならない状況

の中、平成２４年１０月には浪江町復興計画を策定し、平成２

６年３月には浪江町復興まちづくり計画をスタートさせてい

る。この気概には頭が下がる。復興計画の第一次では町民の避

難先での生活再建を、第二次では本格的な町内の再生を、第三

次では復興創成を掲げて取り組んでいる。そこには避難した町

民が全て戻って来ることを考えているのではなく、移住者にと

って住みよい環境を含めて、絆の維持と持続可能なまちづくり

を基本方針の一つにしている。また、積極的な企業誘致、国が

設立するＦ－ＲＥＩを核に据えたまちづくり、子育てや学校教

育の充実にも力を入れている。双葉町も同様なところではある

が、それぞれが同様のよさを打ち出し、町民の力と企業や国の

力を結集させたまちづくりを展開している。浪江町職員のまち

への熱い思いを受け止めさせていただいた。 

【三宮委員】 

双葉町同様、浪江町を３年ぶりに訪問し、復興の進捗と今後の

まちづくりについて改めて確認する機会となった。前回はバス

の車窓から町の様子を眺める程度であったが、今回は浪江町役

場において「なみえ復興レポート」と題した説明を受け、震災

から１５年を経た復興の現状をより深く知ることができた。「夢

と希望があふれ 住んでいたいまち 住んでみたいまち～なか

よく みんな えがおの 花咲くまち なみえ～」という復興

の理念の下、農林水産業の再興、新たな産業と雇用の創出、子

育て・教育環境の充実、帰還困難区域の再生など、町の再生に

向けた幅広い取組が進められていた。また、福島国際研究教育

機構（Ｆ－ＲＥＩ）を始め、将来を見据えたイノベーションの

取組も進められており、単なる「復旧」ではなく、新たな浪江

町を創造しようとする姿勢が印象に残った。町中心部では、道
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路や公共施設、住宅などのハード整備が進み、大震災の傷跡を

感じさせないほどの変化が見られた。一方で、道中に目を向け

れば、立入制限のバリケードや草木に覆われた住宅が残り、か

つて人々の暮らしがあった地域との大きな隔たりを感じた。震

災前２１，５４２人だった人口に対し、現在の居住人口は約２，

５００人。約７，０００人が住まいを他市町村に移したとの説

明からも、１５年という歳月がもたらした現実の重さを痛感し

た。双葉町と同様であるが、復興とは、施設を整えるだけでは

なく、失われた暮らしと地域のつながりを取り戻し、「住みたい」

と思えるまちをいかに再構築するかである。浪江町の挑戦を、

人口減少時代の地域再生を考える上でも重要な示唆として受け

止めたい。 

【相澤委員】 

浪江町では、避難によって一度失われた生活を再構築するため、

住まいや生活サービス、働く場などを集約したコンパクトなま

ちづくりが進められていた。柏崎市の場合、現在暮らす市民の

生活を守りながら、人口減少社会に対応した持続可能な都市づ

くりを目指しており、出発点が異なるものの、人が暮らし続け

るためには、住まいだけでなく、働く場、日常生活を支える機

能、地域とのつながりが不可欠であることを改めて認識した。 

「コンパクト＋ネットワーク」の実現に向け、単なる施設や機

能の集約ではなく、市民の暮らしを支える視点が重要であるこ

とから、地域の声を丁寧に聞きながら進める浪江町の復興まち

づくりは大いに参考となる。 

【佐藤和典委員】 

浪江町は東日本大震災と福島第一原子力発電所事故により、全

町民２１，０００人超が避難を余儀なくされ、震災関連死は４

５５人に上った。住民調査では過半数の５１％が帰還しない意

向を示し、元どおりの暮らしの再現は極めて困難だ。町は復興

計画に基づき産業や教育の再構築を進めるほか、水素エネルギ

ー利用やＦ－ＲＥＩ誘致といった先進技術による地方創生、コ

ンパクトシティ化や移住定住に注力する。とりわけ「なみえプ

ロモーション課」が外部の視点から課題解決やＳＮＳでの魅力

発信に取り組む姿が深く印象に残った。原子力災害の猛威と影

響の深さを痛感するとともに、得た知見を柏崎市の政策や防災

へ生かしたい。 

【上森委員】 

浪江町からは「なみえ復興レポート」に基づき復興の状況につ
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いて説明を受けた。現在も町の約８０％で避難指示が継続して

いる中で、復興理念や基本方針の策定に当たっては、全員が帰

還できるわけではない現実を踏まえ、帰還できない避難者との

つながりを重視したと説明されており、この点は他の自治体の

まちづくりとは大きく異なる特徴として強く印象に残った。農

林水産業の再興、新たな産業と雇用の創出、子育て・教育環境

の充実、震災の記憶の伝承、社会基盤の整備、移住の促進など、

多岐にわたる分野で復興に向けた取組が進められており、町が

復興に真摯に向き合っている姿勢を強く感じた。 

【春川委員】 

浪江町復興計画【第三次】後期基本計画に沿って現在進行中で

ある。双葉町と重なる点は、震災前の人口は戻らないとする理

由である。町全体を見ると、計画では、浪江駅周辺は多目的に

街の魅力を集めた緑空間を特徴としたコンセプトである。中で

も、建築家の隈健吾氏やプロジェクトプランナーの伊東順二氏、

住友商事の北島誠二氏の連携プレーにも期待したい。産業団地

へは８割方入居している。子育て環境、学校教育は、震災時に

は１，７００人の児童・生徒がいたが、現在ではこども園に６

８人、小学校に６１人、中学校に２６人が在籍している。現在、

地域おこし協力隊を採用して「なみえプロモーション課」に席

を置き、町が抱える課題を外部の目線で解決に向けて取り組み、

ＳＮＳを活用した情報発信、まちのにぎわいづくり活動を行う

ことをミッションとしている。いずれにしても、今後は、この

先どのくらいの町民が帰還してくるかがポイントとなるのでは

ないかと思う。 

 


